別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業金融対策費
	事業名:農業経営基盤強化資金利子助成金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　農政部　農業振興課　農業共済・金融担当　電話番号：058-272-1111（内2665）

　　　　　E-mail：c11415@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：11,353千円（前年度予算額：10,389千円）

	事業内容


	１　事業の内容


農業者が、市町村が認定した「農業経営改善計画」に基づき経営改善を図るために農業経営基盤強化資金（略称：スーパーＬ資金）を借入する場合、金利負担を軽減するため利子助成を行う。
【農業経営基盤強化資金の概要】
・融資機関　　　　　　日本政策金融公庫
・貸付対象者　　　　　認定農業者
・貸付使途　　　　　　農地取得、農業用施設・機械等取得、長期運転資金　等
・償還（据置）期間　　25（10）年
・貸付金利　　　　　　0.55～1.40％（平成22年10月1日現在）
【利子助成の概要】
・平成21年度までの既往借入金
利子助成率　　　　　貸付金利（公庫）－実質金利（借入者）

負担割合　　　　　　国1/2、県1/4、市町村1/4
助成期間　　　　　　償還期間終了まで

・平成22年度の既往借入金及び平成23年度新規借入金
利子助成率　　　　　貸付金利（平成22年度から金利ルール変更により実質金利水準）

負担割合　　　　　　国4/5、県1/10、市町村1/10
　助成期間　　　　　　貸付当初５年間
・平成23年度利子助成融資枠　 1,400,000千円
	 ２　所要経費


(１)全体事業費　１１，３５３千円　
　　　21年度以前利子助成承諾分　　　6,503
      22年度利子助成承諾見込分　　　3,625

      23年度利子助成承諾見込分　　　1,225
(２)負担区分及びその財源
　　　国４／５、県１／１０（一般財源）、市町村１／１０

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
（農業従事者の減少に対応するために）
	２　これまでの取組状況


・利子助成事業は、平成６年度の資金創設当初から継続して行っており、資金を借入れ生産拡大等に意欲的に取組む認定農業者に対し、一定期間、金利の一部を助成している（H19:39件、H20：61件、H21:53件）。
・利子負担が軽減され本資金の借入が容易になり、認定農業者の規模拡大や経営改善が促進された。
	３　これまでの取組に対する評価


・地域農業の持続的な発展を達成するためには、中心的な担い手である認定農業者の育成支援を行い農業生産の相当部分を担うような農業構造を確立することが求められている。規模拡大等に必要な農業機械やハウス等建設には多額の費用を要することが多いことから、資金規模が大きく償還期間が長い本資金を借入れ生産拡大等に取組む認定農業者に対して金融面での支援を行うことは、地域農業の振興にとって重要な施策であり、今後も国と地方公共団体が協力し事業を継続する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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